
 郡山市保護施設等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年３月７日 

郡山市長 品 川 萬 里  

郡山市条例第11号 

   郡山市保護施設等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例 

 （郡山市保護施設等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 郡山市保護施設等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年郡山市条例第60号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （職員の配置の基準）  （職員の配置の基準） 

第13条 救護施設には、次の各号に掲げる職員を置かなければならない。た

だし、調理業務の全部を委託する救護施設にあっては、第７号に掲げる職

員を置かないことができる。 

第13条 救護施設には、次の各号に掲げる職員を置かなければならない。た

だし、調理業務の全部を委託する救護施設にあっては、第７号に掲げる職

員を置かないことができる。 

 (1)～(5) （略）  (1)～(5) （略） 

 (6) 栄養士又は管理栄養士  (6) 栄養士 

 (7) （略）  (7) （略） 

２ （略） ２ （略） 

 （職員の配置の基準）  （職員の配置の基準） 

第22条 更生施設には、次の各号に掲げる職員を置かなければならない。た

だし、調理業務の全部を委託する更生施設にあっては、第７号に掲げる職

員を置かないことができる。 

第22条 更生施設には、次の各号に掲げる職員を置かなければならない。た

だし、調理業務の全部を委託する更生施設にあっては、第７号に掲げる職

員を置かないことができる。 

 (1)～(5) （略）  (1)～(5) （略） 

 (6) 栄養士又は管理栄養士  (6) 栄養士 

 (7) （略）  (7) （略） 

２ （略） ２ （略） 

 （郡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 郡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年郡山市条例第61号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （設備の基準の特例）  （設備の基準の特例） 

第34条 次の各号に掲げる要件を満たす保育所は、第14条第１項の規定にか 第34条 次の各号に掲げる要件を満たす保育所は、第14条第１項の規定にか



かわらず、当該保育所の満３歳以上の幼児に対する食事の提供について、

当該保育所外で調理し搬入する方法により行うことができる。この場合に

おいて、当該保育所は、当該食事の提供について当該方法によることとし

てもなお当該保育所において行うことが必要な調理のための加熱、保存等

の調理機能を有する設備を備えるものとする。 

かわらず、当該保育所の満３歳以上の幼児に対する食事の提供について、

当該保育所外で調理し搬入する方法により行うことができる。この場合に

おいて、当該保育所は、当該食事の提供について当該方法によることとし

てもなお当該保育所において行うことが必要な調理のための加熱、保存等

の調理機能を有する設備を備えるものとする。 

 (1) （略）  (1) （略） 

 (2) 当該保育所又は他の施設、保健所、市等の栄養士又は管理栄養士によ

り、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、

栄養士又は管理栄養士による必要な配慮が行われること。 

 (2) 当該保育所又は他の施設、保健所、市等の栄養士により、献立等につ

いて栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士による必

要な配慮が行われること。 

 (3)～(5) （略）  (3)～(5) （略） 

 （郡山市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第３条 郡山市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年郡山市条例第62号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （職員配置の基準）  （職員配置の基準） 

第９条 女性自立支援施設に置くべき職員及びその員数は、次のとおりとす

る。ただし、調理業務の全部を委託する施設にあっては、第３号の職員を

置かないことができる。 

第９条 女性自立支援施設に置くべき職員及びその員数は、次のとおりとす

る。ただし、調理業務の全部を委託する施設にあっては、第３号の職員を

置かないことができる。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

 (3) 栄養士若しくは管理栄養士又は調理員 １以上  (3) 栄養士又は調理員 １以上 

 (4)～(6) （略）  (4)～(6) （略） 

２ （略） ２ （略） 

 （郡山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第４条 郡山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年郡山市条例第63号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （趣旨）  （趣旨） 

第１条 この条例は、老人福祉法（昭和38年法律第133号）第17条第１項の

規定に基づき、養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定めるもの

とする。 

第１条 この条例は、老人福祉法（昭和38年法律第133号。以下「法」とい

う。）第17条第１項の規定に基づき、養護老人ホームの設備及び運営に関

する基準を定めるものとする。 

 （職員の配置の基準）  （職員の配置の基準） 



第12条 養護老人ホームには、次の各号に掲げる職員を置かなければならな

い。ただし、特別養護老人ホームに併設する入所定員50人未満の養護老人

ホーム（併設する特別養護老人ホームの栄養士又は管理栄養士との連携を

図ることにより当該養護老人ホームの効果的な運営を期待することができ

、かつ、入所者の処遇に支障がないものに限る。）にあっては第６号の栄

養士又は管理栄養士を、調理業務の全部を委託する養護老人ホームにあっ

ては第７号の調理員を置かないことができる。 

第12条 養護老人ホームには、次の各号に掲げる職員を置かなければならな

い。ただし、特別養護老人ホームに併設する入所定員50人未満の養護老人

ホーム（併設する特別養護老人ホームの栄養士との連携を図ることにより

当該養護老人ホームの効果的な運営を期待することができ、かつ、入所者

の処遇に支障がないものに限る。）にあっては第６号の栄養士を、調理業

務の全部を委託する養護老人ホームにあっては第７号の調理員を置かない

ことができる。 

 (1)～(5) （略）  (1)～(5) （略） 

 (6) 栄養士又は管理栄養士 １以上  (6) 栄養士 １以上 

 (7) （略）  (7) （略） 

２～11 （略） ２～11 （略） 

12 第１項第３号、第６号及び第７号の規定にかかわらず、サテライト型養

護老人ホームの生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士又は調理員、事務

員その他の職員については、次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員により当該サテライト型養護老

人ホームの入所者の処遇が適切に行われていると認められるときは、これ

を置かないことができる。 

12 第１項第３号、第６号及び第７号の規定にかかわらず、サテライト型養

護老人ホームの生活相談員、栄養士又は調理員、事務員その他の職員につ

いては、次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める職員により当該サテライト型養護老人ホームの入所者の

処遇が適切に行われていると認められるときは、これを置かないことがで

きる。 

(1) 養護老人ホーム 生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士又は調理員

、事務員その他の職員 

 (1) 養護老人ホーム 生活相談員、栄養士又は調理員、事務員その他の職 

  員 

(2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士若しくは管理栄養士又は調理

員、事務員その他の従業者 

 (2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士又は調理員、事務員その他の

従業者 

 (3) 介護医療院 栄養士若しくは管理栄養士又は調理員、事務員その他の

従業者 

 (3) 介護医療院 栄養士又は調理員、事務員その他の従業者 

 (4) 病院 栄養士又は管理栄養士（病床数100以上の病院の場合に限る。）  (4) 病院 栄養士（病床数100以上の病院の場合に限る。） 

 (5) （略）  (5) （略） 

 （郡山市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第５条 郡山市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年郡山市条例第64号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （職員の配置の基準）  （職員の配置の基準） 

第11条 特別養護老人ホームには、次の各号に掲げる職員を置かなければな 第11条 特別養護老人ホームには、次の各号に掲げる職員を置かなければな



らない。ただし、入所定員が40人を超えない特別養護老人ホームにあって

は、他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連携を図ることによ

り当該特別養護老人ホームの効果的な運営を期待することができる場合で

あって、入所者の処遇に支障がないときは、第５号の栄養士又は管理栄養

士を置かないことができる。 

らない。ただし、入所定員が40人を超えない特別養護老人ホームにあって

は、他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図ることにより当該特別養護

老人ホームの効果的な運営を期待することができる場合であって、入所者

の処遇に支障がないときは、第５号の栄養士を置かないことができる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

 (5) 栄養士又は管理栄養士 １以上  (5) 栄養士 １以上 

 (6)・(7) （略）  (6)・(7) （略） 

２～８ （略） ２～８ （略） 

９ 特別養護老人ホームに指定居宅サービス等条例第100条第１項に規定す

る指定通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所等、郡山市指定地域

密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成24年郡山市条例第76号。以下「指定地域密着型サービス基準条例」

という。）第60条の３第１項に規定する指定地域密着型通所介護事業所、

指定地域密着型サービス基準条例第62条第１項に規定する併設型指定認知

症対応型通所介護の事業を行う事業所又は郡山市指定地域密着型介護予防

サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サー

ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める

条例（平成24年郡山市条例第80号。以下「指定地域密着型介護予防サービ

ス基準条例」という。）第６条第１項に規定する併設型指定介護予防認知

症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場合においては、当該

併設される事業所の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、機能訓練指

導員又は調理員その他の従業者については、当該特別養護老人ホームの生

活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、機能訓練指導員又は調理員、事務

員その他の職員により当該事業所の利用者の処遇が適切に行われると認め

られるときは、これを置かないことができる。 

９ 特別養護老人ホームに指定居宅サービス等条例第100条第１項に規定す

る指定通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所等、郡山市指定地域

密着型サービスの事業の人員、設備及び運営にする基準等を定める条例（

平成24年郡山市条例第76号。以下「指定地域密着型サービス基準条例」と

いう。）第60条の３第１項に規定する指定地域密着型通所介護事業所、指

定地域密着型サービス基準条例第62条第１項に規定する併設型指定認知症

対応型通所介護の事業を行う事業所又は郡山市指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービ

スに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条

例（平成24年郡山市条例第80号。以下、「指定地域密着型介護予防サービ

ス基準条例」という。）第６条第１項に規定する併設型指定介護予防認知

症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場合においては、当該

併設される事業所の生活相談員、栄養士、機能訓練指導員又は調理員その

他の従業者については、当該特別養護老人ホームの生活相談員、栄養士、

機能訓練指導員又は調理員、事務員その他の職員により当該事業所の利用

者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置かないことがで

きる。 

 （職員の配置の基準）  （職員の配置の基準） 

第45条 地域密着型特別養護老人ホームには、次の各号に掲げる職員を置か

なければならない。ただし、他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士

との連携を図ることにより当該地域密着型特別養護老人ホームの効果的な

第45条 地域密着型特別養護老人ホームには、次の各号に掲げる職員を置か

なければならない。ただし、他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図る

ことにより当該地域密着型特別養護老人ホームの効果的な運営を期待する



運営を期待することができる場合であって、入所者の処遇に支障がないと

きは、第５号の栄養士又は管理栄養士を置かないことができる。 

ことができる場合であって、入所者の処遇に支障がないときは、第５号の

栄養士を置かないことができる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

 (5) 栄養士又は管理栄養士 １以上  (5) 栄養士 １以上 

 (6)・(7) （略）  (6)・(7) （略） 

２～８ （略） ２～８ （略） 

９ 第１項第３号及び第５号から第７号までの規定にかかわらず、サテライ

ト型居住施設の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、機能訓練指導員

又は調理員、事務員その他の職員については、次に掲げる本体施設の場合

には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員により当該サ

テライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行われていると認められると

きは、これを置かないことができる。 

９ 第１項第３号及び第５号から第７号までの規定にかかわらず、サテライ

ト型居住施設の生活相談員、栄養士、機能訓練指導員又は調理員、事務員

その他の職員については、次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める職員により当該サテライト型居住施設

の入所者の処遇が適切に行われていると認められるときは、これを置かな

いことができる。 

 (1) 特別養護老人ホーム 生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、機能

訓練指導員又は調理員、事務員その他の職員 

 (1) 特別養護老人ホーム 生活相談員、栄養士、機能訓練指導員又は調理

員、事務員その他の職員 

 (2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士若しくは管理栄養士、理学療

法士若しくは作業療法士又は調理員、事務員その他の従業者 

 (2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士、理学療法士若しくは作業療

法士又は調理員、事務員その他の従業者 

 (3) 介護医療院 栄養士若しくは管理栄養士又は調理員、事務員その他の

従業者 

 (3) 介護医療院 栄養士又は調理員、事務員その他の従業者 

 (4) 病院 栄養士又は管理栄養士（病床数100以上の病院の場合に限る。）  (4) 病院 栄養士（病床数百以上の病院の場合に限る。） 

 (5) （略）  (5) （略） 

10・11 （略） 10・11 （略） 

12 地域密着型特別養護老人ホームに指定居宅サービス等基準条例第100条

第１項に規定する指定通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所等又

は指定地域密着型サービス基準条例第60条の３第１項に規定する指定地域

密着型通所介護事業所若しくは指定地域密着型サービス基準条例第62条第

１項に規定する併設型指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所若し

くは指定地域密着型介護予防サービス基準条例第６条第１項に規定する併

設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される

場合においては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士若しくは管

理栄養士、機能訓練指導員又は調理員その他の従業者については、当該地

12 地域密着型特別養護老人ホームに指定居宅サービス等基準条例第100条

第１項に規定する指定通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所等又

は指定地域密着型サービス基準条例第60条の３第１項に規定する指定地域

密着型通所介護事業所若しくは指定地域密着型サービス基準条例第62条第

１項に規定する併設型指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所若し

くは指定地域密着型介護予防サービス基準条例第６条第１項に規定する併

設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される

場合においては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士、機能訓練

指導員又は調理員その他の従業者については、当該地域密着型特別養護老



域密着型特別養護老人ホームの生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、

機能訓練指導員又は調理員、事務員その他の職員により当該事業所の利用

者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置かないことがで

きる。 

人ホームの生活相談員、栄養士、機能訓練指導員又は調理員、事務員その

他の職員により当該事業所の利用者の処遇が適切に行われると認められる

ときは、これを置かないことができる。 

13～15 （略） 13～15 （略） 

 （郡山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第６条 郡山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年郡山市条例第65号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （職員配置の基準）  （職員配置の基準） 

第11条 軽費老人ホームに置くべき職員及び員数は、次のとおりとする。た

だし、入所定員が40人以下又は他の社会福祉施設等の栄養士若しくは管理

栄養士との連携を図ることにより効果的な運営を期待することができる軽

費老人ホーム（入所者に提供するサービスに支障がない場合に限る。）に

あっては第４号の栄養士又は管理栄養士を、調理業務の全部を委託する軽

費老人ホームにあっては第６号の調理員を置かないことができる。 

第11条 軽費老人ホームに置くべき職員及び員数は、次のとおりとする。た

だし、入所定員が40人以下又は他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図

ることにより効果的な運営を期待することができる軽費老人ホーム（入所

者に提供するサービスに支障がない場合に限る。）にあっては第４号の栄

養士を、調理業務の全部を委託する軽費老人ホームにあっては第６号の調

理員を置かないことができる。 

 (1)～(3) （略）  (1)～(3) （略） 

 (4) 栄養士又は管理栄養士 １以上  (4) 栄養士 １以上 

 (5)・(6) （略）  (5)・(6) （略） 

２～８ （略） ２～８ （略） 

９ 第６項及び前項の規定にかかわらず、生活相談員又は介護職員について

は、いずれか１人を置かなければならない。 

９ 第６項及び第８項の規定にかかわらず、生活相談員又は介護職員につい

ては、いずれか１人を置かなければならない。 

10 第１項第４号の栄養士又は管理栄養士及び同項第５号の事務員のそれぞ

れのうち１人は、常勤でなければならない。 

10 第１項第４号の栄養士及び同項第５号の事務員のそれぞれのうち１人は

、常勤でなければならない。 

11～13 （略） 11～13 （略） 

   附 則    附 則 

 （経過的軽費老人ホーム）  （経過的軽費老人ホーム） 

２ 平成20年６月１日において現に存する軽費老人ホーム（同日以後に増築

され、又は全面的に改築された部分を除く。）のうち、次のいずれかに該

当するものとして市長が指定するものについては、第２条から第33条の２

までの規定にかかわらず、次項から附則第48項までの定めるところによる

２ 平成20年６月１日において現に存する軽費老人ホーム（同日以後に増築

され、又は全面的に改築された部分を除く。）のうち、次のいずれかに該

当するものとして市長が指定するものについては、第２条から第33条の２

までの規定にかかわらず、次項から附則第48項の定めるところによる。 



。 

(1) 軽費老人ホームＡ型（次項から附則第30項までの規定に適合する軽費

老人ホームをいう。以下同じ。） 

(1) 軽費老人ホームＡ型（附則第３項から附則第30項までの規定に適合す

る軽費老人ホームをいう。以下同じ。） 

 (2) （略）  (2) （略） 

 （軽費老人ホームＡ型の職員配置の基準）  （軽費老人ホームＡ型の職員配置の基準） 

12 軽費老人ホームＡ型に置くべき職員及びその員数は、次のとおりとする

。ただし、併設する特別養護老人ホームの栄養士若しくは管理栄養士、事

務員、医師又は調理員その他の職員との連携を図ることにより効果的な運

営を期待することができる軽費老人ホームＡ型（入所者に提供されるサー

ビスに支障がない場合に限る。）にあっては第５号の栄養士若しくは管理

栄養士、第６号の事務員、第７号の医師又は第８号の調理員その他の職員

を、調理業務の全部を委託する軽費老人ホームＡ型にあっては第８号の調

理員を置かないことができる。 

12 軽費老人ホームＡ型に置くべき職員及びその員数は、次のとおりとする

。ただし、併設する特別養護老人ホームの栄養士、事務員、医師又は調理

員その他の職員との連携を図ることにより効果的な運営を期待することが

できる軽費老人ホームＡ型（入所者に提供されるサービスに支障がない場

合に限る。）にあっては第５号の栄養士、第６号の事務員、第７号の医師

又は第８号の調理員その他の職員を、調理業務の全部を委託する軽費老人

ホームＡ型にあっては第８号の調理員を置かないことができる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

 (5) 栄養士又は管理栄養士 １以上  (5) 栄養士 １以上 

 (6)～(8) （略）  (6)～(8) （略） 

13・14 （略） 13・14 （略） 

15 附則第12項及び附則第13項の常勤換算方法とは、当該職員のそれぞれの

勤務延時間数の総数を当該軽費老人ホームＡ型において常勤の職員が勤務

する時間数で除することにより常勤の職員の員数に換算する方法をいう。 

15 第12項及び第13項の常勤換算方法とは、当該職員のそれぞれの勤務延時

間数の総数を当該軽費老人ホームＡ型において常勤の職員が勤務する時間

数で除することにより常勤の職員の員数に換算する方法をいう。 

16 附則第12項第１号の施設長は、専らその職務に従事する常勤の者でなけ

ればならない。ただし、当該軽費老人ホームＡ型の管理上支障がない場合

には、他の事業所、施設等の職務に従事することができる。 

16 第12項第１号の施設長は、専らその職務に従事する常勤の者でなければ

ならない。ただし、当該軽費老人ホームＡ型の管理上支障がない場合には

、他の事業所、施設等の職務に従事することができる。 

17 附則第12項第２号及び附則第13項第１号の生活相談員（主任生活相談員

が配置されているときは当該主任生活相談員）のうち１人以上は、常勤の

者でなければならない。 

17 第12項第２号及び第13項第１号の生活相談員（主任生活相談員が配置さ

れているときは当該主任生活相談員）のうち１人以上は、常勤の者でなけ

ればならない。 

18 附則第12項第３号イ及び附則第13項第２号イの主任介護職員は、常勤の

者でなければならない。 

18 第12項第３号イ及び第13項第２号イの主任介護職員は、常勤の者でなけ

ればならない。 

19 附則第12項第４号及び附則第13項第３号イの看護職員のうち１人以上は

、常勤の者でなければならない。 

19 第12項第４号及び第13項第３号イの看護職員のうち１人以上は、常勤の

者でなければならない。 



20 附則第12項第５号の栄養士又は管理栄養士は、常勤の者でなければなら

ない。 

20 第12項第５号の栄養士は、常勤の者でなければならない。 

21 附則第12項第６号の事務員のうち１人(入所定員が110人を超える軽費老

人ホームＡ型にあっては、２人)は、常勤の者でなければならない。 

21 第12項第６号の事務員のうち１人(入所定員が110人を超える軽費老人ホ

ームＡ型にあっては、２人)は、常勤の者でなければならない。 

22 （略） 22 （略） 

 （軽費老人ホームＡ型の利用料の受領）  （軽費老人ホームＡ型の利用料の受領） 

23・24 （略） 23・24 （略） 

25 附則第23項第２号の生活費は、地域の実情、物価の変動その他の事情を

勘案して市長が定める額を上限額とする。 

25 第23項第２号の生活費は、地域の実情、物価の変動その他の事情を勘案

して市長が定める額を上限額とする。 

 （軽費老人ホームＡ型における生活相談員の責務）  （軽費老人ホームＡ型における生活相談員の責務） 

27 軽費老人ホームＡ型の生活相談員は、入所者からの相談に応じるととも

に、適切な助言及び必要な支援を行うほか、次に掲げる業務を行わなけれ

ばならない。 

27 軽費老人ホームＡ型の生活相談員は、入所者からの相談に応じるととも

に、適切な助言及び必要な支援を行うほか、次に掲げる業務を行わなけれ

ばならない。 

 (1) （略）  (1) （略） 

 (2) 附則第30項において準用する第32条第２項の苦情の内容等の記録を行

うこと。 

 (2) 第30項において準用する第32条第２項の苦情の内容等の記録を行うこ

と。 

 (3) 附則第30項において準用する第33条第２項の事故の状況及び事故に際

して採った処置についての同条第３項の記録を行うこと。 

 (3) 第30項において準用する第34条第２項の事故の状況及び事故に際して

採った処置についての同条第３項の記録を行うこと。 

28・29 （略） 28・29 （略） 

 （郡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第７条 郡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成24年郡山市条例第66号）の一部を次のように改正す

る。 

改正後 改正前 

 （食事）  （食事） 

第88条 （略） 第88条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 指定生活介護事業者は、食事の提供を行う場合であって、指定生活介護

事業所に栄養士又は管理栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養価の

算定及び調理の方法について保健所等の指導を受けるよう努めなければな

らない。 

４ 指定生活介護事業者は、食事の提供を行う場合であって、指定生活介護

事業所に栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養価の算定及び調理の

方法について保健所等の指導を受けるよう努めなければならない。 



 （郡山市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第８条 郡山市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成24年郡山市条例第67号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （趣旨）  （趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成17年法律第123号。以下「法」という。）第38条第３項に

おいて準用する法第36条第３項第１号並びに法第44条第１項及び第２項の

規定に基づき、指定障害者支援施設に係る申請者の要件並びに人員、設備

及び運営に関する基準を定めるものとする。 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成17年法律第123号。以下「法」という。）第38条第３項に

おいて準用する第36条第３項第１号並びに第44条第１項及び第２項の規定

に基づき、指定障害者支援施設に係る申請者の要件並びに人員、設備及び

運営に関する基準を定めるものとする。 

 （食事）  （食事） 

第45条 （略） 第45条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 指定障害者支援施設は、食事の提供を行う場合であって、指定障害者支

援施設に栄養士又は管理栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養価の

算定及び調理の方法について保健所等の指導を受けるよう努めなければな

らない。 

５ 指定障害者支援施設は、食事の提供を行う場合であって、指定障害者支

援施設に栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養価の算定及び調理の

方法について保健所等の指導を受けるよう努めなければならない。 

 （郡山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第９条 郡山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年郡山市条例第68号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （職場への定着のための支援等の実施）  （職場への定着のための支援等の実施） 

第44条の２ （略） 第44条の２ （略） 

２ 生活介護事業者は、当該生活介護事業者が提供する生活介護を受けて通

常の事業所に新たに雇用された障害者が、指定就労定着支援（郡山市指定

障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例（平成24年郡山市条例第66号）第194条の２に規定する指定就労定着

支援をいう。以下同じ。）の利用を希望する場合には、前項に定める支援

が終了した日以後速やかに当該指定就労定着支援を受けられるよう、指定

就労定着支援事業者（同条例第194条の３第１項に規定する指定就労定着

支援事業者をいう。以下同じ。）との連絡調整に努めなければならない。 

２ 生活介護事業者は、当該生活介護事業者が提供する生活介護を受けて通

常の事業所に新たに雇用された障害者が、指定就労定着支援（郡山市指定

障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例（平成24年郡山市第66号）第194条の２に規定する指定就労定着支援

をいう。以下同じ。）の利用を希望する場合には、前項に定める支援が終

了した日以後速やかに当該指定就労定着支援を受けられるよう、指定就労

定着支援事業者（同条例第194条の３第１項に規定する指定就労定着支援

事業者をいう。以下同じ。）との連絡調整に努めなければならない。 

 （食事）  （食事） 



第45条 （略） 第45条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 生活介護事業者は、食事の提供を行う場合であって、生活介護事業所に

栄養士又は管理栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養価の算定及び

調理の方法について保健所等の指導を受けるよう努めなければならない。 

４ 生活介護事業者は、食事の提供を行う場合であって、生活介護事業所に

栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養価の算定及び調理の方法につ

いて保健所等の指導を受けるよう努めなければならない。 

 （郡山市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第10条 郡山市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年郡山市条例第71号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （複数の昼間実施サービスを行う場合における職員の員数）  （複数の昼間実施サービスを行う場合における職員の員数） 

第19条 複数の昼間実施サービスを行う障害者支援施設は、昼間実施サービ

スの利用定員の合計が20人未満である場合は、第11条第４項、第12条第４

項及び第５項、第13条第４項、第14条第３項（同条第２項第２号に係る部

分を除く。）並びに第15条第２項の規定にかかわらず、当該障害者支援施

設が昼間実施サービスを行う場合に置くべき職員（施設長、医師及びサー

ビス管理責任者を除く。）のうち、１人以上は、常勤でなければならない

とすることができる。 

第19条 複数の昼間実施サービスを行う障害者支援施設は、昼間実施サービ

スの利用定員の合計が20人未満である場合は、第11条第４項、第12条第４

項及び第５項、第13条第４項、第14条第３項（前項第２号に係る部分を除

く。）並びに第15条第２項の規定にかかわらず、当該障害者支援施設が昼

間実施サービスを行う場合に置くべき職員（施設長、医師及びサービス管

理責任者を除く。）のうち、１人以上は、常勤でなければならないとする

ことができる。 

２ （略） ２ （略） 

 （食事）  （食事） 

第37条 （略） 第37条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 障害者支援施設は、食事の提供を行う場合であって、障害者支援施設に

栄養士又は管理栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養価の算定及び

調理の方法について保健所等の指導を受けるよう努めなければならない。 

５ 障害者支援施設は、食事の提供を行う場合であって、障害者支援施設に

栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養価の算定及び調理の方法につ

いて保健所等の指導を受けるよう努めなければならない。 

 （郡山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第11条 郡山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成24年郡山市条例第75号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （準用）  （準用） 

第63条 第９条から第15条まで、第17条から第20条まで、第22条、第27条、

第32条の２から第36条まで、第37条から第41条まで（第38条第５項及び第

第63条 第９条から第15条まで、第17条から第20条まで、第22条、第27条、

第32条の２から第36条まで、第37条から第41条まで（第38条第５項及び第



６項を除く。）及び第48条並びに前節（第52条第１項及び第59条を除く。

）の規定は、基準該当訪問入浴介護の事業について準用する。この場合に

おいて、これらの規定中「訪問介護員等」とあるのは「訪問入浴介護従業

者」と、第９条第１項中「第30条」とあるのは「第57条」と、第20条第１

項中「内容、当該指定訪問介護について法第41条第６項の規定により利用

者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるのは「内容」

と、第22条中「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介護」とある

のは「基準該当訪問入浴介護」と、第33条第２項中「設備及び備品等」と

あるのは「基準該当訪問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び備品等」

と、第52条第２項中「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問入浴介

護」とあるのは「基準該当訪問入浴介護」と、同条第３項中「前２項」と

あるのは「前項」と読み替えるものとする。 

６項を除く。）及び第48条並びに第４節（第52条第１項及び第59条を除く

。）の規定は、基準該当訪問入浴介護の事業について準用する。この場合

において、これらの規定中「訪問介護員等」とあるのは「訪問入浴介護従

業者」と、第９条第１項中「第30条」とあるのは「第57条」と、第20条第

１項中「内容、当該指定訪問介護について法第41条第６項の規定により利

用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるのは「内容

」と、第22条中「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介護」とあ

るのは「基準該当訪問入浴介護」と、第33条第２項中「設備及び備品等」

とあるのは「基準該当訪問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び備品等

」と、第52条第２項中「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問入浴

介護」とあるのは「基準該当訪問入浴介護」と、同条第３項中「前２項」

とあるのは「前項」と読み替えるものとする。 

 （運営規程）  （運営規程） 

第107条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所ごとに、次に掲げる

事業の運営についての重要事項に関する規程（以下この章（次節を除く。

）において「運営規程」という。）を定めておかなければならない。 

第107条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所ごとに、次に掲げる

事業の運営についての重要事項に関する規程（以下この章（第５節を除く

。）において「運営規程」という。）を定めておかなければならない。 

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第148条 指定短期入所生活介護の事業を行う者（以下「指定短期入所生活

介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定短期入所生

活介護事業所」という。）ごとに置くべき指定短期入所生活介護の提供に

当たる従業者（以下この節から第５節までにおいて「短期入所生活介護従

業者」という。）の員数は、次のとおりとする。ただし、利用定員（当該

指定短期入所生活介護事業所において同時に指定短期入所生活介護の提供

を受けることができる利用者（当該指定短期入所生活介護事業者が指定介

護予防短期入所生活介護事業者（指定介護予防サービス等基準条例第130

条第１項に規定する指定介護予防短期入所生活介護事業者をいう。以下同

じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定短期入所生活介護の事業と指定介

護予防短期入所生活介護（指定介護予防サービス等基準条例第129条に規

定する指定介護予防短期入所生活介護をいう。以下同じ。）の事業とが同

一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所

第148条 指定短期入所生活介護の事業を行う者（以下「指定短期入所生活

介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定短期入所生

活介護事業所」という。）ごとに置くべき指定短期入所生活介護の提供に

当たる従業者（以下この節から第５節までにおいて「短期入所生活介護従

業者」という。）の員数は、次のとおりとする。ただし、利用定員（当該

指定短期入所生活介護事業所において同時に指定短期入所生活介護の提供

を受けることができる利用者（当該指定短期入所生活介護事業者が指定介

護予防短期入所生活介護事業者（指定介護予防サービス等基準条例第130

条第１項に規定する指定介護予防短期入所生活介護事業者をいう。以下同

じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定短期入所生活介護の事業と指定介

護予防短期入所生活介護（指定介護予防サービス等基準条例第129条に規

定する指定介護予防短期入所生活介護をいう。以下同じ。）の事業とが同

一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所



における指定短期入所生活介護又は指定介護予防短期入所生活介護の利用

者。以下この節及び次節並びに第165条において同じ。）の数の上限をい

う。以下この節から第４節までにおいて同じ。）が40人を超えない指定短

期入所生活介護事業所にあっては、他の社会福祉施設等の栄養士又は管理

栄養士との連携を図ることにより当該指定短期入所生活介護事業所の効果

的な運営を期待することができる場合であって、利用者の処遇に支障がな

いときは、第４号の栄養士又は管理栄養士を置かないことができる。 

における指定短期入所生活介護又は指定介護予防短期入所生活介護の利用

者。以下この節及び次節並びに第165条において同じ。）の数の上限をい

う。以下この節から第４節までにおいて同じ。）が40人を超えない指定短

期入所生活介護事業所にあっては、他の社会福祉施設等の栄養士との連携

を図ることにより当該指定短期入所生活介護事業所の効果的な運営を期待

することができる場合であって、利用者の処遇に支障がないときは、第４

号の栄養士を置かないことができる。 

 (1)～(3) （略）  (1)～(3) （略） 

 (4) 栄養士又は管理栄養士 １以上  (4) 栄養士 １以上 

 (5)・(6) （略）  (5)・(6) （略） 

２～８ （略） ２～８ （略） 

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第183条 基準該当短期入所生活介護事業者が基準該当短期入所生活介護事

業所ごとに置くべき従業者（以下この節において「短期入所生活介護従業

者」という。）の員数は、次のとおりとする。ただし、他の社会福祉施設

等の栄養士又は管理栄養士との連携を図ることにより当該基準該当短期入

所生活介護事業所の効果的な運営を期待することができる場合であって、

利用者の処遇に支障がないときは、第３号の栄養士又は管理栄養士を置か

ないことができる。 

第183条 基準該当短期入所生活介護事業者が基準該当短期入所生活介護事

業所ごとに置くべき従業者（以下この節において「短期入所生活介護従業

者」という。）の員数は、次のとおりとする。ただし、他の社会福祉施設

等の栄養士との連携を図ることにより当該基準該当短期入所生活介護事業

所の効果的な運営を期待することができる場合であって、利用者の処遇に

支障がないときは、第３号の栄養士を置かないことができる。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

 (3) 栄養士又は管理栄養士 １以上  (3) 栄養士 １以上 

 (4)・(5) （略）  (4)・(5) （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第190条 指定短期入所療養介護の事業を行う者（以下「指定短期入所療養

介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定短期入所療

養介護事業所」という。）ごとに置くべき指定短期入所療養介護の提供に

当たる従業者（以下「短期入所療養介護従業者」という。）の員数は、次

のとおりとする。 

第190条 指定短期入所療養介護の事業を行う者（以下「指定短期入所療養

介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定短期入所療

養介護事業所」という。）ごとに置くべき指定短期入所療養介護の提供に

当たる従業者（以下「短期入所療養介護従業者」という。）の員数は、次

のとおりとする。 

 (1) 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所にあっては、当  (1) 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所にあっては、当



該指定短期入所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤師、看護職員（看

護師及び准看護師をいう。以下この章において同じ。）、介護職員、支

援相談員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士又は管理栄養士の員数

は、それぞれ、利用者（当該指定短期入所療養介護事業者が指定介護予

防短期入所療養介護事業者（指定介護予防サービス等基準条例第174条

第１項に規定する指定介護予防短期入所療養介護事業者をいう。以下同

じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定短期入所療養介護の事業と指定

介護予防短期入所療養介護（指定介護予防サービス等基準条例第173条

に規定する指定介護予防短期入所療養介護をいう。以下同じ。）の事業

とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当

該事業所における指定短期入所療養介護又は指定介護予防短期入所療養

介護の利用者。以下この条及び第202条において同じ。）を当該介護老

人保健施設の入所者とみなした場合における法に規定する介護老人保健

施設として必要とされる数が確保されるために必要な数以上とする。 

該指定短期入所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤師、看護職員（看

護師及び准看護師をいう。以下この章において同じ。）、介護職員、支

援相談員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士の員数は、それぞれ、

利用者（当該指定短期入所療養介護事業者が指定介護予防短期入所療養

介護事業者（指定介護予防サービス等基準条例第174条第１項に規定す

る指定介護予防短期入所療養介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を

併せて受け、かつ、指定短期入所療養介護の事業と指定介護予防短期入

所療養介護（指定介護予防サービス等基準条例第173条に規定する指定

介護予防短期入所療養介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業

所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所におけ

る指定短期入所療養介護又は指定介護予防短期入所療養介護の利用者。

以下この条及び第202条において同じ。）を当該介護老人保健施設の入

所者とみなした場合における法に規定する介護老人保健施設として必要

とされる数が確保されるために必要な数以上とする。 

 (2) 療養病床（医療法第７条第２項第４号に規定する療養病床をいう。以

下同じ。）を有する病院又は診療所である指定短期入所療養介護事業所

にあっては、当該指定短期入所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤師

、看護職員、介護職員（同法に規定する看護補助者をいう。）、栄養士

又は管理栄養士及び理学療法士又は作業療法士の員数は、それぞれ同法

に規定する療養病床を有する病院又は診療所として必要とされる数が確

保されるために必要な数以上とする。 

 (2) 療養病床（医療法第７条第２項第４号に規定する療養病床をいう。以

下同じ。）を有する病院又は診療所である指定短期入所療養介護事業所

にあっては、当該指定短期入所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤師

、看護職員、介護職員（同法に規定する看護補助者をいう。）、栄養士

及び理学療法士又は作業療法士の員数は、それぞれ同法に規定する療養

病床を有する病院又は診療所として必要とされる数が確保されるために

必要な数以上とする。 

 (3) （略）  (3) （略） 

 (4) 介護医療院である指定短期入所療養介護事業所にあっては、当該指定

短期入所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤師、看護職員、介護職員

、理学療法士又は作業療法士及び栄養士又は管理栄養士の員数は、それ

ぞれ、利用者を当該介護医療院の入所者とみなした場合における法に規

定する介護医療院として必要とされる数が確保されるために必要な数以

上とする。 

 (4) 介護医療院である指定短期入所療養介護事業所にあっては、当該指定

短期入所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤師、看護職員、介護職員

、理学療法士又は作業療法士及び栄養士の員数は、それぞれ、利用者を

当該介護医療院の入所者とみなした場合における法に規定する介護医療

院として必要とされる数が確保されるために必要な数以上とする。 

２ （略） ２ （略） 

 （電磁的記録等）  （電磁的記録等） 



第277条 指定居宅サービス事業者及び指定居宅サービスの提供に当たる者

は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定におい

て書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されてい

る又は想定されるもの（第12条第１項（第42条の３、第47条、第59条、第

63条、第79条、第89条、第98条、第113条、第115条、第135条、第146条、

第168条（第181条において準用する場合を含む。）、第181条の３、第188

条、第204条（第216条において準用する場合を含む。）、第237条、第248

条、第263条、第265条及び前条において準用する場合を含む。）、第224

条第１項（第248条において準用する場合を含む。）及び次項に規定する

ものを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録に

より行うことができる。 

第277条 指定居宅サービス事業者及び指定居宅サービスの提供に当たる者

は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定におい

て書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されてい

る又は想定されるもの（第12条第１項（第42条の３、第47条、第59条、第

63条、第79条、第89条、第98条、第113条、第115条、第135条、第146条、

第168条（第181条において準用する場合を含む。）、第181条の３、第188

条、第204条（第216条において準用する場合を含む。）、第237条、第248

条、第263条、第265条及び第276条において準用する場合を含む。）、第

224条第１項（第248条において準用する場合を含む。）及び次項に規定す

るものを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録

により行うことができる。 

２ 指定居宅サービス事業者及び指定居宅サービスの提供に当たる者は、交

付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（この項において

「交付等」という。）のうち、この条例の規定において書面で行うことが

規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承

諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人

の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができ

る。 

２ 指定居宅サービス事業者及び指定居宅サービスの提供に当たる者は、交

付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下「交付等」

という。）のうち、この条例の規定において書面で行うことが規定されて

いる又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、

書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によ

って認識することができない方法をいう。）によることができる。 

   附 則    附 則 

２～13 （略） ２～13 （略） 

14 平成13年３月１日において現に存する老人性認知症疾患療養病棟に係る

病室にあっては、当分の間、第191条第１項第３号ア中「6.4平方メートル

」とあるのは、「6.0平方メートル」とする。 

14 平成13年３月１日において現に存する老人性認知症疾患療養病棟に係る

病室にあっては、当分の間、第191条第１項第４号ア中「6.4平方メートル

」とあるのは、「6.0平方メートル」とする。 

15～27 （略） 15～27 （略） 

 （郡山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第12条 郡山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成24年郡山市条例第76号）の一部を次のように改正す

る。 

改正後 改正前 



 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第152条 （略） 第152条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 第１項第１号の規定にかかわらず、サテライト型居住施設（当該施設を

設置しようとする者により設置される当該施設以外の指定介護老人福祉施

設、指定地域密着型介護老人福祉施設（サテライト型居住施設である指定

地域密着型介護老人福祉施設を除く。第８項第１号及び第17項、次条第１

項第６号並びに第181条第１項第３号において同じ。）、介護老人保健施

設、介護医療院又は病院若しくは診療所であって当該施設に対する支援機

能を有するもの（以下この章において「本体施設」という。）との密接な

連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営される指定地域密着型介

護老人福祉施設をいう。以下同じ。）の医師については、本体施設の医師

により当該サテライト型居住施設の入所者の健康管理が適切に行われると

認められるときは、これを置かないことができる。 

４ 第１項第１号の規定にかかわらず、サテライト型居住施設（当該施設を

設置しようとする者により設置される当該施設以外の指定介護老人福祉施

設、指定地域密着型介護老人福祉施設（サテライト型居住施設である指定

地域密着型介護老人福祉施設を除く。第８項第１号及び第17項、第153条

第１項第６号並びに第181条第１項第３号において同じ。）、介護老人保

健施設、介護医療院又は病院若しくは診療所であって当該施設に対する支

援機能を有するもの（以下この章において「本体施設」という。）との密

接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営される指定地域密着

型介護老人福祉施設をいう。以下同じ。）の医師については、本体施設の

医師により当該サテライト型居住施設の入所者の健康管理が適切に行われ

ると認められるときは、これを置かないことができる。 

５～12 （略） ５～12 （略） 

13 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所介護事業所（指定居宅サー

ビス等基準条例第100条第１項に規定する指定通所介護事業所をいう。以

下同じ。）、指定短期入所生活介護事業所等、指定地域密着型通所介護事

業所又は併設型指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所若しくは指

定地域密着型介護予防サービス基準条例第６条第１項に規定する併設型指

定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場合に

おいては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養

士又は機能訓練指導員については、当該指定地域密着型介護老人福祉施設

の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士又は機能訓練指導員により当該

事業所の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置か

ないことができる。 

13 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所介護事業所（指定居宅サー

ビス等基準条例第100条第１項に規定する指定通所介護事業所をいう。以

下同じ。）、指定短期入所生活介護事業所等、指定地域密着型通所介護事

業所又は併設型指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所若しくは指

定地域密着型介護予防サービス基準条例第６条第１項に規定する併設型指

定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場合に

おいては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士又は機能訓練指導

員については、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の生活相談員、栄養

士若しくは管理栄養士又は機能訓練指導員により当該事業所の利用者の処

遇が適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。 

14～17 （略） 14～17 （略） 

 （電磁的記録等）  （電磁的記録等） 

第204条 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提

供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例

第204条 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提

供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例



の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本

その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが

規定されている又は想定されるもの（第13条第１項（第60条、第60条の20

、第60条の20の３、第60条の38、第81条、第109条、第129条、第150条、

第178条、第190条及び前条において準用する場合を含む。）、第116条第

１項、第137条第１項、第156条第１項（第190条において準用する場合を

含む。）及び次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録により行うことができる。 

の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本

その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが

規定されている又は想定されるもの（第13条第１項（第60条、第60条の20

、第60条の20の３、第60条の38、第81条、第109条、第129条、第150条、

第178条、第190条及び第203条において準用する場合を含む。）、第116条

第１項、第137条第１項、第156条第１項（第190条において準用する場合

を含む。）及び次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて

、当該書面に係る電磁的記録により行うことができる。 

２ 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当

たる者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（こ

の項において「交付等」という。）のうち、この条例の規定において書面

で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等

の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的

方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によ

ることができる。 

２ 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当

たる者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以

下「交付等」という。）のうち、この条例の規定において書面で行うこと

が規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の

承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他

人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることがで

きる。 

 （郡山市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第13条 郡山市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成24年郡山市条例第77号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２～11 （略） ２～11 （略） 

12 指定介護老人福祉施設に指定居宅サービス等基準条例第100条第１項に

規定する指定通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所等、指定地域

密着型サービス条例第60条の３第１項に規定する指定地域密着型通所介護

事業所、指定地域密着型サービス基準条例第62条第１項に規定する併設型

指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所又は郡山市指定地域密着型

介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等

を定める条例（平成24年郡山市条例第80号）第６条第１項に規定する併設

12 指定介護老人福祉施設に指定居宅サービス等基準条例第100条第１項に

規定する指定通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所等、指定地域

密着型サービス条例第60条の３第１項に規定する指定地域密着型通所介護

事業所、指定地域密着型サービス基準条例第62条第１項に規定する併設型

指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所又は郡山市指定地域密着型

介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等

を定める条例（平成24年郡山市条例第80号）第６条第１項に規定する併設



型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場

合においては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士若しくは管理

栄養士又は機能訓練指導員については、当該指定介護老人福祉施設の生活

相談員、栄養士若しくは管理栄養士又は機能訓練指導員により当該事業所

の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置かないこ

とができる。 

型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場

合においては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士又は機能訓練

指導員については、当該指定介護老人福祉施設の生活相談員、栄養士若し

くは管理栄養士又は機能訓練指導員により当該事業所の利用者の処遇が適

切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。 

13 （略） 13 （略） 

 （電磁的記録等）  （電磁的記録等） 

第55条 指定介護老人福祉施設及びその従業者は、作成、保存その他これら

に類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識

することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第９

条第１項（前条において準用する場合を含む。）、第12条第１項（前条に

おいて準用する場合を含む。）及び次項に規定するものを除く。）につい

ては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行うことができる

。 

第55条 指定介護老人福祉施設及びその従業者は、作成、保存その他これら

に類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識

することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第９

条第１項（第54条において準用する場合を含む。）、第12条第１項（第54

条において準用する場合を含む。）及び次項に規定するものを除く。）に

ついては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行うことがで

きる。 

２ （略） ２ （略） 

 （郡山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等 

を定める条例の一部改正） 

第14条 郡山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準等を定める条例（平成24年郡山市条例第79号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第130条 指定介護予防短期入所生活介護の事業を行う者（以下「指定介護

予防短期入所生活介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「指定介護予防短期入所生活介護事業所」という。）ごとに置くべき指定

介護予防短期入所生活介護の提供に当たる従業者（以下この節から第５節

までにおいて「介護予防短期入所生活介護従業者」という。）の員数は、

次のとおりとする。ただし、利用定員（当該指定介護予防短期入所生活介

第130条 指定介護予防短期入所生活介護の事業を行う者（以下「指定介護

予防短期入所生活介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「指定介護予防短期入所生活介護事業所」という。）ごとに置くべき指定

介護予防短期入所生活介護の提供に当たる従業者（以下この節から第５節

までにおいて「介護予防短期入所生活介護従業者」という。）の員数は、

次のとおりとする。ただし、利用定員（当該指定介護予防短期入所生活介



護事業所において同時に指定介護予防短期入所生活介護の提供を受けるこ

とができる利用者（当該指定介護予防短期入所生活介護事業者が指定短期

入所生活介護事業者（指定居宅サービス等基準条例第148条第１項に規定

する指定短期入所生活介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受

け、かつ、指定介護予防短期入所生活介護の事業と指定短期入所生活介護

（指定居宅サービス等基準条例第147条に規定する指定短期入所生活介護

をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営され

ている場合にあっては、当該事業所における指定介護予防短期入所生活介

護又は指定短期入所生活介護の利用者。以下この節及び次節並びに第140

条において同じ。）の数の上限をいう。以下この節から第４節までにおい

て同じ。）が40人を超えない指定介護予防短期入所生活介護事業所にあっ

ては、他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連携を図ることに

より当該指定介護予防短期入所生活介護事業所の効果的な運営を期待する

ことができる場合であって、利用者の処遇に支障がないときは、第４号の

栄養士又は管理栄養士を置かないことができる。 

護事業所において同時に指定介護予防短期入所生活介護の提供を受けるこ

とができる利用者（当該指定介護予防短期入所生活介護事業者が指定短期

入所生活介護事業者（指定居宅サービス等基準条例第148条第１項に規定

する指定短期入所生活介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受

け、かつ、指定介護予防短期入所生活介護の事業と指定短期入所生活介護

（指定居宅サービス等基準条例第147条に規定する指定短期入所生活介護

をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営され

ている場合にあっては、当該事業所における指定介護予防短期入所生活介

護又は指定短期入所生活介護の利用者。以下この節及び次節並びに第140

条において同じ。）の数の上限をいう。以下この節から第４節までにおい

て同じ。）が40人を超えない指定介護予防短期入所生活介護事業所にあっ

ては、他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図ることにより当該指定介

護予防短期入所生活介護事業所の効果的な運営を期待することができる場

合であって、利用者の処遇に支障がないときは、第４号の栄養士を置かな

いことができる。 

 (1)～(3) （略）  (1)～(3) （略） 

 (4) 栄養士又は管理栄養士 １以上  (4) 栄養士 １以上 

 (5)・(6) （略）  (5)・(6) （略） 

２～８ （略） ２～８ （略） 

 （利用料等の受領）  （利用料等の受領） 

第136条 （略） 第136条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、前３項の費用の額に係るサー

ビスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該

サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、利用者の同

意を得なければならない。この場合において、第３項第１号から第４号ま

でに掲げる費用に係る同意については、文書によるものとする。 

５ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、前３項の費用の額に係るサー

ビスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該

サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、利用者の同

意を得なければならない。この場合において、同項第１号から第４号まで

に掲げる費用に係る同意については、文書によるものとする。 

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第167条 基準該当介護予防短期入所生活介護事業者が基準該当介護予防短

期入所生活介護事業所ごとに置くべき従業者（以下この節において「介護

第167条 基準該当介護予防短期入所生活介護事業者が基準該当介護予防短

期入所生活介護事業所ごとに置くべき従業者（以下この節において「介護



予防短期入所生活介護従業者」という。）の員数は、次のとおりとする。

ただし、他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連携を図ること

により当該基準該当介護予防短期入所生活介護事業所の効果的な運営を期

待することができる場合であって、利用者の処遇に支障がないときは、第

３号の栄養士又は管理栄養士を置かないことができる。 

予防短期入所生活介護従業者」という。）の員数は、次のとおりとする。

ただし、他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図ることにより当該基準

該当介護予防短期入所生活介護事業所の効果的な運営を期待することがで

きる場合であって、利用者の処遇に支障がないときは、第３号の栄養士を

置かないことができる。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

 (3) 栄養士又は管理栄養士 １以上  (3) 栄養士 １以上 

 (4)・(5) （略）  (4)・(5) （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第174条 指定介護予防短期入所療養介護の事業を行う者（以下「指定介護

予防短期入所療養介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「指定介護予防短期入所療養介護事業所」という。）ごとに置くべき指定

介護予防短期入所療養介護の提供に当たる従業者（以下「介護予防短期入

所療養介護従業者」という。）の員数は、次のとおりとする。 

第174条 指定介護予防短期入所療養介護の事業を行う者（以下「指定介護

予防短期入所療養介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「指定介護予防短期入所療養介護事業所」という。）ごとに置くべき指定

介護予防短期入所療養介護の提供に当たる従業者（以下「介護予防短期入

所療養介護従業者」という。）の員数は、次のとおりとする。 

 (1) 介護老人保健施設である指定介護予防短期入所療養介護事業所にあっ

ては、当該指定介護予防短期入所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤

師、看護職員（看護師及び准看護師をいう。以下この章において同じ。

）、介護職員、支援相談員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士又は

管理栄養士の員数は、それぞれ、利用者（当該指定介護予防短期入所療

養介護事業者が指定短期入所療養介護事業者（指定居宅サービス等基準

条例第190条第１項に規定する指定短期入所療養介護事業者をいう。以

下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防短期入所療養介護

の事業と指定短期入所療養介護（指定居宅サービス等基準条例第189条

に規定する指定短期入所療養介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一

の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所

における指定介護予防短期入所療養介護又は指定短期入所療養介護の利

用者。以下この条及び第180条において同じ。）を当該介護老人保健施

設の入所者とみなした場合における法に規定する介護老人保健施設とし

て必要とされる数が確保されるために必要な数以上とする。 

 (1) 介護老人保健施設である指定介護予防短期入所療養介護事業所にあっ

ては、当該指定介護予防短期入所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤

師、看護職員（看護師及び准看護師をいう。以下この章において同じ。

）、介護職員、支援相談員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士の員

数は、それぞれ、利用者（当該指定介護予防短期入所療養介護事業者が

指定短期入所療養介護事業者（指定居宅サービス等基準条例第190条第

１項に規定する指定短期入所療養介護事業者をいう。以下同じ。）の指

定を併せて受け、かつ、指定介護予防短期入所療養介護の事業と指定短

期入所療養介護（指定居宅サービス等基準条例第189条に規定する指定

短期入所療養介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における指定介

護予防短期入所療養介護又は指定短期入所療養介護の利用者。以下この

条及び第180条において同じ。）を当該介護老人保健施設の入所者とみ

なした場合における法に規定する介護老人保健施設として必要とされる

数が確保されるために必要な数以上とする。 



 (2) 療養病床（医療法第７条第２項第４号に規定する療養病床をいう。以

下同じ。）を有する病院又は診療所である指定介護予防短期入所療養介

護事業所にあっては、当該指定介護予防短期入所療養介護事業所に置く

べき医師、薬剤師、看護職員、介護職員（同法に規定する看護補助者を

いう。）、栄養士又は管理栄養士及び理学療法士又は作業療法士の員数

は、それぞれ同法に規定する療養病床を有する病院又は診療所として必

要とされる数が確保されるために必要な数以上とする。 

 (2) 療養病床（医療法第７条第２項第４号に規定する療養病床をいう。以

下同じ。）を有する病院又は診療所である指定介護予防短期入所療養介

護事業所にあっては、当該指定介護予防短期入所療養介護事業所に置く

べき医師、薬剤師、看護職員、介護職員（同法に規定する看護補助者を

いう。）、栄養士及び理学療法士又は作業療法士の員数は、それぞれ同

法に規定する療養病床を有する病院又は診療所として必要とされる数が

確保されるために必要な数以上とする。 

 (3) （略）  (3) （略） 

 (4) 介護医療院である指定介護予防短期入所療養介護事業所にあっては、

当該指定介護予防短期入所療養介護に置くべき医師、薬剤師、看護職員

、介護職員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士又は管理栄養士の員

数は、それぞれ、利用者を当該介護医療院の入所者とみなした場合にお

ける法に規定する介護医療院として必要とされる数が確保されるために

必要な数以上とする。 

 (4) 介護医療院である指定介護予防短期入所療養介護事業所にあっては、

当該指定介護予防短期入所療養介護に置くべき医師、薬剤師、看護職員

、介護職員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士の員数は、それぞれ

、利用者を当該介護医療院の入所者とみなした場合における法に規定す

る介護医療院として必要とされる数が確保されるために必要な数以上と

する。 

２ （略） ２ （略） 

 （郡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第15条 郡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年郡山市条例第32号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （食事の提供の特例）  （食事の提供の特例） 

第17条 次の各号に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条第１項

の規定にかかわらず、当該家庭的保育事業者等の利用乳幼児に対する食事

の提供について、次項に規定する施設（以下「搬入施設」という。）にお

いて調理し家庭的保育事業所等に搬入する方法により行うことができる。

この場合において、当該家庭的保育事業者等は、当該食事の提供について

当該方法によることとしてもなお当該家庭的保育事業所等において行うこ

とが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなけ

ればならない。 

第17条 次の各号に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条第１項

の規定にかかわらず、当該家庭的保育事業者等の利用乳幼児に対する食事

の提供について、次項に規定する施設（以下「搬入施設」という。）にお

いて調理し家庭的保育事業所等に搬入する方法により行うことができる。

この場合において、当該家庭的保育事業者等は、当該食事の提供について

当該方法によることとしてもなお当該家庭的保育事業所等において行うこ

とが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなけ

ればならない。 

 (1) （略）  (1) （略） 

 (2) 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、保健所、市等の栄養士又  (2) 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、保健所、市町村等の栄養



は管理栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられ

る体制にある等、栄養士又は管理栄養士による必要な配慮が行われるこ

と。 

士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にあ

る等、栄養士による必要な配慮が行われること。 

 (3)～(5) （略）  (3)～(5) （略） 

２ （略） ２ （略） 

 （郡山市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例の一部改正） 

第16条 郡山市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例（平成30年郡山市条例第67号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （施設設備）  （施設設備） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 認定こども園は、当該認定こども園の子どもに食事を提供するときは、

当該認定こども園内で調理する方法により行わなければならない。ただし

、満３歳以上の子どもに対する食事の提供については、次に掲げる要件を

満たす場合に限り、当該認定こども園外で調理し、及び搬入する方法によ

り行うことができる。この場合において、当該認定こども園においては、

当該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該認定こども

園において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有す

る設備を備えるものとする。 

７ 認定こども園は、当該認定こども園の子どもに食事を提供するときは、

当該認定こども園内で調理する方法により行わなければならない。ただし

、満３歳以上の子どもに対する食事の提供については、次に掲げる要件を

満たす場合に限り、当該認定こども園外で調理し、及び搬入する方法によ

り行うことができる。この場合において、当該認定こども園においては、

当該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該認定こども

園において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有す

る設備を備えるものとする。 

 (1) （略）  (1) （略） 

 (2) 当該認定こども園又は他の施設、保健所、市等の栄養士又は管理栄養

士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にあ

る等、栄養士又は管理栄養士による必要な配慮が行われること。 

 (2) 当該認定こども園又は他の施設、保健所、市等の栄養士により、献立

等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士に

よる必要な配慮が行われること。 

 (3)～(5) （略）  (3)～(5) （略） 

８～10 （略） ８～10 （略） 

 （郡山市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第17条 郡山市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和元年郡山市条例第11号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 



 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第７条 指定児童発達支援事業者が指定児童発達支援事業所（児童発達支援

センターであるものに限る。以下この条において同じ。）に置くべき従業

者及びその員数は、次のとおりとする。ただし、40人以下の障害児を通わ

せる指定児童発達支援事業所にあっては第３号の栄養士又は管理栄養士を

、調理業務の全部を委託する指定児童発達支援事業所にあっては第４号の

調理員を置かないことができる。 

第７条 指定児童発達支援事業者が指定児童発達支援事業所（児童発達支援

センターであるものに限る。以下この条において同じ。）に置くべき従業

者及びその員数は、次のとおりとする。ただし、40人以下の障害児を通わ

せる指定児童発達支援事業所にあっては第３号の栄養士を、調理業務の全

部を委託する指定児童発達支援事業所にあっては第４号の調理員を置かな

いことができる。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 栄養士又は管理栄養士 １以上 (3) 栄養士 １以上 

(4)・(5) （略） (4)・(5) （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 第１項（第１号を除く。）、第２項及び第４項に規定する従業者は、専

ら当該指定児童発達支援事業所の職務に従事する者又は指定児童発達支援

の単位ごとに専ら当該指定児童発達支援の提供に当たる者でなければなら

ない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、第１項第３号の栄養士

又は管理栄養士及び同項第４号の調理員については、併せて設置する他の

社会福祉施設の職務に従事させることができる。 

７ 第１項（第１号を除く。）、第２項及び第４項に規定する従業者は、専

ら当該指定児童発達支援事業所の職務に従事する者又は指定児童発達支援

の単位ごとに専ら当該指定児童発達支援の提供に当たる者でなければなら

ない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、第１項第３号の栄養士

及び同項第４号の調理員については、併せて設置する他の社会福祉施設の

職務に従事させることができる。 

８・９ （略） ８・９ （略） 

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 


